第６　まとめ
（大阪府における障がいを理由とする差別の解消に向けた取組みのあり方）
１　取組みの基本理念
　障害者権利条約、障害者基本法、障害者差別解消法の趣旨を踏まえ、広域自治体として、障がいを理由とする差別の解消に向けた取組みを推進するとともに、もって、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に尊重しながら共生する社会の実現を目指すことを基本理念とする。
２　取組みの原則

　基本理念に基づき、障がいを理由とする差別の解消に向けた取組みを、広く府民の理解を得ながら行っていくため、以下の事項を原則とする。
　（１）障がい者は社会の中で特別な存在ではなく、地域社会で共に暮らす一員であることを旨として取組みを行うこと

　（２）障がいや障がい者に対する理解を深めることがもっとも重要な、かつ基礎となる取組みであること
　（３）障がい者施策におけるこれまでの先進的な取組みを継承しつつ、法的整備を含む現状を踏まえて、大阪府ならではの取組みを行うこと
（４）府、市町村、障がい当事者や事業者を含む府民がそれぞれの役割の下に相互に連携しつつ、取組みを行うこと
（５）府は広域自治体として、積極的に広域的な仕組みを整備し、府民誰もが同様の仕組みを享受できるようにすること
（６）取組み内容を定期的に検証し、改善を図ること

３　取組みの３本柱

　基本理念及び原則を踏まえ、以下の３つを柱として、障がいを理由とする差別の解消に向けた取組みを行う。

　（１）何が差別に当たるのかについて、府民共通の物差しとなる「ガイドラインの策定」
　　　　

何が差別に当たるのか、や望ましい合理的配慮の事例をわかりやすく示し、府民共通の物差しとなるガイドラインを平成２６年度内を目途に策定すること。

　（２）障がいを理由とする差別に関する「相談、紛争の防止・解決の体制整備」
　　　　既存の相談機関・相談事業を活用していくことを基本としつつも、障がいを理由とする差別に関して、第三者的な立場で、相談、紛争の防止・解決を行うための府独自の体制整備を図ること。
　（３）障がいや障がい者に対する理解を深めるための「啓発活動の促進」
　　　　ガイドラインの周知とあわせて、府の様々な取組みを普及啓発することをはじめ、共生社会実現のため、広く障がい理解を深めるための啓発活動を促進すること。

　ただし、これらは、障害者差別解消法の施行（平成２８年４月）に向けた、当面の取組みである。よって、施行後は、国の動向等も踏まえ、再検討を行うこと。
４　おわりに
　差別解消部会では、大阪府が推進すべき取組みのあり方を提言にとりまとめるため、１１か月にわたり集中的に検討してきた。大阪府におかれては、これまでの検討経過を十分に認識し、本報告書において提言した内容を実現すべく、取り組まれたい。その際は、関係者を含め府民から広く意見を聴くこと、市町村等関係各方面と十分に調整すること、必要な予算を確保することにできるだけ努められたい。最後に、条例化の検討など本部会でさらに検討すべき事項があると思われるので、適宜部会を開催して、検討する場を設けられたい。
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